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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第45期

第３四半期連結
累計期間

第46期
第３四半期連結
累計期間

第45期

会計期間

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　12月31日

自平成27年
　４月１日
至平成28年
　３月31日

売上高 （千円） 18,093,968 18,287,993 24,434,553

経常利益 （千円） 1,232,072 1,335,542 1,838,465

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 764,514 887,289 1,114,947

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 745,922 992,907 718,173

純資産額 （千円） 12,062,486 12,263,011 11,793,633

総資産額 （千円） 26,326,972 25,149,907 25,110,128

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 47.70 55.80 69.70

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 44.8 48.8 47.0

 

回次
第45期

第３四半期連結
会計期間

第46期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 18.29 18.71

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。

４．平成28年10月１日付で普通株式１株につき1.1株の割合をもって株式分割を行っております。これに伴い、

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定

しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、金融市場の動きに不安定感があるものの、企業収益や雇用

情勢は、緩やかな回復基調で推移しました。一方、海外経済は中国を始めとする新興国の景気状況、英国のＥＵ

離脱、米国新政権の誕生等の影響もあり、先行き不透明な状況が続いております。

　当社グループが属する情報サービス業界では、国内経済の先行き懸念があるものの、企業のIT投資需要は回復

基調にあります。その中でもクラウドコンピューティングの普及拡大、IoT（Internet of Things：モノのイン

ターネット）の推進、ビッグデータやAIの活用拡大など、企業の売上拡大や顧客サービス向上を目的にした競争

力強化のためのIT投資への関心が一層高まっております。

　このような環境下、当社グループは、多様化する顧客ニーズに的確に応え、システム開発需要に対応するとと

もに、データセンターやクラウドサービスの商品力向上に注力してまいりました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高18,287百万円（前年同期比1.1％増）、営業利益

1,384百万円（同7.9%増）、経常利益1,335百万円（同8.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益887百万円

（同16.1％増）となりました。

 

当第３四半期連結累計期間におけるサービス別売上高の状況は以下のとおりです。

 

[情報処理サービス]

　データセンターを活用したITマネージドサービスやクラウドサービスなどが好調に推移した結果、7,309百万

円（前年同期比2.5％増）となりました。

 

[システム開発サービス]

　前年度あった流通業向けシステム開発の大型案件の収束に伴う減少があったものの、金融業向け等のシステム

開発が堅調に推移した結果、前年並みの10,340百万円（同0.3％減）となりました。

 

[システム機器販売]

　コロケーションサービスに付随した機器の売上が増加した結果、637百万円（同7.9％増）となりました。

 

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は25,149百万円となり、前連結会計年度末比39百万円の増加とな

りました。その主な要因は有形固定資産の減少等があったものの、投資有価証券及び無形固定資産の増加等が

あったことによるものであります。

　なお、純資産は12,263百万円となり、自己資本比率は48.8％となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は販売費及び一般管理費に35,986千円

計上しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年２月10日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 16,242,424 16,242,424
東京証券取引所

（市場第一部）

普通株式

単元株式数

100株

計 16,242,424 16,242,424 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年10月１日

（注）
1,476,584 16,242,424 － 3,203,992 － 801,000

（注）　株式分割（１：1.1）により、発行済株式総数が増加しております。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

　なお、平成28年10月１日付で普通株式１株につき、1.1株の割合で株式分割を行っておりますが、記載数値

は当該株式分割を反映しておりません。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   309,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,450,100 144,501 －

単元未満株式 普通株式     5,840 － －

発行済株式総数 14,765,840 － －

総株主の議決権 － 144,501 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株(議決権の数６個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社アイネット
横浜市西区みなとみ

らい３丁目３－１
309,900 － 309,900 2.10

計 － 309,900 － 309,900 2.10

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、ＰｗＣあらた監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成28年７月１日をもってＰｗＣあらた有限責任

監査法人となっております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,696,294 2,574,219

受取手形及び売掛金 4,590,048 4,453,038

商品及び製品 16,934 35,757

仕掛品 104,554 229,960

原材料及び貯蔵品 535,797 526,087

その他 650,942 686,940

貸倒引当金 △802 △884

流動資産合計 8,593,769 8,505,117

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,627,131 8,198,184

土地 3,348,422 3,348,422

その他（純額） 1,352,153 1,424,502

有形固定資産合計 13,327,707 12,971,109

無形固定資産   

のれん - 50,612

ソフトウエア 969,844 1,042,577

その他 52,824 52,752

無形固定資産合計 1,022,668 1,145,943

投資その他の資産   

投資有価証券 942,791 1,251,954

退職給付に係る資産 696,681 725,418

その他 571,599 557,816

貸倒引当金 △45,089 △7,451

投資その他の資産合計 2,165,983 2,527,737

固定資産合計 16,516,359 16,644,790

資産合計 25,110,128 25,149,907

 

EDINET提出書類

株式会社アイネット(E04919)

四半期報告書

 7/15



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 820,514 888,764

短期借入金 ※１ 1,893,596 ※１ 1,957,960

未払法人税等 493,064 188,529

賞与引当金 644,761 251,589

工事損失引当金 58,466 13,979

その他 1,823,760 2,570,884

流動負債合計 5,734,163 5,871,708

固定負債   

長期借入金 6,236,600 5,769,460

退職給付に係る負債 176,515 155,524

資産除去債務 44,891 45,652

その他 1,124,324 1,044,551

固定負債合計 7,582,331 7,015,188

負債合計 13,316,494 12,886,896

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,203,992 3,203,992

資本剰余金 3,289,993 3,274,129

利益剰余金 5,586,432 5,967,767

自己株式 △365,451 △367,162

株主資本合計 11,714,967 12,078,727

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 109,741 202,745

退職給付に係る調整累計額 △31,074 △18,460

その他の包括利益累計額合計 78,666 184,284

純資産合計 11,793,633 12,263,011

負債純資産合計 25,110,128 25,149,907
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 18,093,968 18,287,993

売上原価 13,963,694 13,959,453

売上総利益 4,130,274 4,328,539

販売費及び一般管理費 2,847,157 2,943,889

営業利益 1,283,117 1,384,650

営業外収益   

受取利息 282 11

受取配当金 12,013 11,816

助成金収入 5,240 5,960

投資事業組合運用益 10,068 -

その他 15,706 15,727

営業外収益合計 43,309 33,516

営業外費用   

支払利息 77,422 65,827

その他 16,932 16,796

営業外費用合計 94,354 82,623

経常利益 1,232,072 1,335,542

特別損失   

ゴルフ会員権評価損 5,850 7,350

固定資産除却損 6,561 90

損害賠償金 14,144 -

投資有価証券評価損 1,491 -

特別損失合計 28,047 7,440

税金等調整前四半期純利益 1,204,024 1,328,101

法人税等 425,282 440,812

四半期純利益 778,741 887,289

非支配株主に帰属する四半期純利益 14,227 -

親会社株主に帰属する四半期純利益 764,514 887,289
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 778,741 887,289

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △17,880 93,004

退職給付に係る調整額 △14,938 12,613

その他の包括利益合計 △32,818 105,617

四半期包括利益 745,922 992,907

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 732,224 992,907

非支配株主に係る四半期包括利益 13,697 -
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　当社及び連結子会社は、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法について、定率法（ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び第１・第２データセンターの建物附属設備及び構

築物については定額法）を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

　これは、減価償却方法の見直しを行ってきた結果、当社及び連結子会社が行う情報処理サービス事業の需要は

長期安定的に推移しており、有形固定資産の減価償却方法として定額法を採用することが費用配分の観点から合

理的であり、経済実態をより適切に反映できると判断し変更を行うものであります。

　これにより従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間の営業利益で40,022千円、経常利益及

び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ40,114千円増加しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

 

（追加情報）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　貸出コミットメント契約の締結

　　当社は、有利子負債の圧縮を進めるとともに、業容拡大に向け機動的かつ安定的な資金調達を可能にする

手段として取引銀行６行（前連結会計年度５行）と貸出コミットメント契約を締結しております。

 これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

貸出コミットメントの総額 2,000,000千円 2,000,000千円

借入実行残高 － 100,000

差引額 2,000,000 1,900,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 1,043,835千円 1,065,986千円

のれんの償却額 － 857
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

１．配当に関する事項

 配当金支払額

（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 221,339 15.0  平成27年３月31日  平成27年６月25日 利益剰余金

平成27年10月30日

取締役会
普通株式 245,750 17.0  平成27年９月30日  平成27年12月４日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成27年６月24日開催の取締役会決議に基づき、自己株式300,000株の取得を行いました。この

結果、当第３四半期連結累計期間において自己株式が360,206千円増加し、当第３四半期連結会計期間末に

おいて自己株式が365,451千円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

１．配当に関する事項

 配当金支払額

（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日

定時株主総会
普通株式 245,749 17.0  平成28年３月31日  平成28年６月24日 利益剰余金

平成28年10月31日

取締役会
普通株式 260,205 18.0  平成28年９月30日  平成28年12月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

　当社グループは、情報システムの企画・開発から稼働後の運用・保守・メンテナンスまで一貫したサービス

を提供しており、単一事業として管理しております。そのため、セグメント情報については記載を省略してお

ります。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 47円70銭 55円80銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
764,514 887,289

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
764,514 887,289

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,028 15,900

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は平成28年10月１日付で、普通株式１株につき1.1株の割合で株式分割を行っております。そのため、

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額を算定しており

ます。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　平成28年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………260,205千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………18円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年12月５日

　（注）　平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月７日

株式会社アイネット

取締役会御中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 出　口　眞　也

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 加　藤　正　英

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイ

ネットの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から

平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイネット及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）1.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　２.XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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